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第４章 建設コンサルタントの課題と今後の方向 

 

4-8-1 地域コンサルタントの役割と特徴 

（1）広域コンサルタントと地域コンサルタント 

協会では、広域コンサルタントとして、「営業活動の範囲を全国的に展開している企業」、地

域コンサルタントとして、おおむね「企業本社のある都道府県内での営業活動が中心で、かつ単

一ブロック（国土交通省地方整備局）内で営業活動を行っている企業」と定義している。 

地域コンサルタントは会員企業数では全体の約 7 割を占めており、総職員数では全体の約 3 割

である。（表 4-8-1）。 

表 4-8-1 会員企業の会員数及び職員数 

出典：協会「地域コンサルタントの再整理に伴う支部会員の実態調査結果」（地域コンサルタン
ト委員会 2024 年 3 月時点の会員名簿より集計） 

 

（2）地域コンサルタントの役割 

地域コンサルタントは、地域における知的産業の一つとして、雇用創出の面で地域の人材の受

け皿となるほか、社会資本整備を支える担い手の確保・育成や優秀な若手技術者の就業の場とし

ての役割を担っている。また、地元出身の技術者が多く常駐していることから、その地域の特性

や住民との共通課題を認識しており、発注者に対して地域密着型の技術サービスを提供している。 

更に、全国各地で頻発する災害において、迅速な支援体制を組み、当該地域の災害発生直後の

被災状況調査から復旧・復興に貢献しており、地域の社会資本の守り手として重要な役割を果た

すことで、その存在意義が高く評価されている。 

地域コンサルタントで活躍している技術者は、地域の安全・安心を守りそして地域に密着した

計画・設計を行い、社会資本を常に守っていくことが大きな使命であり、誇りを感じるところで

ある。 

地域コンサルタントの特徴は、地方公共団体を中心に営業活動を行っている企業が多く、地域

特性を活かした設計を中心に、測量、地質調査、補償などが複合した総合的業務も行っている。 

 

（3）地域コンサルタントの魅力 

【生活面の魅力について】 

① 他都市への転勤がないため、ライフプランを立てやすく、落ち着いた環境で仕事ができ

る。 

② 両親をはじめとした親族や、昔ながらの友人が近くにいることで、ライフステージの各

場面（育児や介護等）において支援・協力が得られやすく、また共に喜びや苦労が分か

ち合え、充実した生活を送ることができる。 

③ 通勤環境（通勤時間が比較的短い、車通勤が可能）が良い。 

 地域コンサルタント 広域コンサルタント 全 体 

会員数（社） 348 (69.0%) 156 (31.0%) 504 (100%) 
平均売上高（千円） 965,101 8,639,040 3,340,368 

総職員数（人） 23,290 (26.6%) 64,403 (73.4%) 87,693 (100%) 
平均総職員数（人） 67 413 174 

４－８ 地域コンサルタントの活動領域の拡大 
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④ 本社に大半の社員が勤務しているため、全員の顔が分かり、会社全体がアットホームな

雰囲気である。 

⑤ 地域によっては、他産業や他の中小企業と比較して賃金が高く、早く家族を持ち、住居

を購入し、安定した生活を送ることができる。 

 【技術面の魅力について】 

① 複数分野（例：道路設計と構造物設計など）の仕事に包括的に対応することで、幅広い

知識と経験を得ることができる。 

② 地域に対する精通度・理解力が高いため、詳細設計の分野において、現状に応じた質の

高い成果品が提供できる。 

③ 自分の生まれ育った地域で土地勘をもってインフラ整備に係り、地図に残る仕事がで

きる。 

④ 同じ発注者と長く接することが多く、信頼関係が構築しやすい。 

⑤ 歴史のある企業が多く、地元自治体からの高い信頼を得られており、若い年齢で裁量を

もって働くことができるため、やりがいがある。 

 

4-8-2 地域コンサルタントの経営状況 

会員企業の 1 社あたりの売上高と職員数の推移を見ると、広域コンサルタントは約 20 年間で

10％以上増加しているのに対して、地域コンサルタントは売上高こそ回復したものの職員数は

10％程度減少したまま停滞しており、人材の確保が急務である。地域コンサルタントにとっては、

働き方改革や担い手の確保・育成が大きな課題となっているため、広域・地域双方のコンサルタ

ントが役割を分担し、ともに発展していくことが求められている（図 4-8-1）。 

 

 

 

出典：協会「会員財務事項実態調査結果」（財務委員会 会員財務事項実態調査） 
（各年、1 月 1 日を起点に 12 月 31 日時点までのデータで集計） 

図 4-8-1 広域コンサルタントと地域コンサルタントの売上高・職員数の推移 
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4-8-3 地域コンサルタントを取り巻く現状と課題 

（1）国土交通省発注業務における地域コンサルタントの現状 

国土交通省の総合評価落札方式における地域コンサルタントの落札比率は、近年横ばい状態が

続いており、各地域によって格差も大きく改善が求められている（表 4-8-2）。 

 

表 4-8-2 地域要件の設定、地域コンサルタントの落札状況 

注）各年度ともに 6 月、7 月の国土交通省各地方整備局の全発注案件を対象（港湾・空港関係を除く） 

  地域要件：一定の地域内における「本店」又は「本店、支店又は営業所」の有無 

出典：JACIC「入札情報サービス（統合 PPI）」を基に作成（協会 地域コンサルタント委員会 

地域要件等が付された総合評価落札方式の運用モニタリング調査 2025 年 1 月） 
 

4-8-4 地域コンサルタントの活動領域 

（1）地域コンサルタントが実施することで一層の品質向上が期待できる業務 

品質確保や技術サービス面において、地域コンサルタントが実施することが期待される業務内

容は、国土交通省における優良表彰業務の事例（図 4-8-2～図 4-8-4）から、主に「詳細設計」「管

内業務」「点検業務」が挙げられる。特に地域特性を踏まえた検討が必要となる業務や現地作業

が必要となる業務（調査・設計・点検業務など）、地元及び関係行政機関等との協議・調整が頻繁

に必要となる業務は、地域コンサルタントが実施することにより一層の品質向上を図ることがで

きる（「管内業務」とは、事務所等の管内における、工事に向けて緊急性の高い各種設計、資料作

成を行う業務）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-2 国土交通省 優良業務表彰 全国の表彰率 

 

 

区 分 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

a.総発注件数 1,455 件 1,289 件 1,051 件 1,068 件 1,039 件 

b.総合評価落札方式の発注件数 755 件 668 件 589 件 560 件 547 件 

c.地域要件付発注件数と 
        比率（c/b） 

577 件 
（76.4%） 

534 件 
（79.9%） 

496 件 
（84.2%） 

448 件 
（80.0%） 

425 件 
（77.7%） 

d.地域コンサルタントの 
   落札件数と比率（d/c） 

183 件 
（31.7%） 

161 件 
（30.1%） 

158 件 
（31.9%） 

127 件 
（28.3%） 

121 件 
（28.5%） 

地域コン
19%

広域コン
71%

その他（団体JV等）10%
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(a)地域コンサルタント          (b)広域コンサルタント 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-3 国土交通省 優良業務表彰 業務分野別表彰率 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地域コンサルタント          (b)広域コンサルタント 

出典：協会「国土交通省 優良業務表彰の実態調査」（地域コンサルタント委員会 2024 年 3 月） 
図 4-8-4 国土交通省 優良業務表彰 詳細設計の内訳 

 

（2）地域要件の運用等による地域コンサルタントの参加拡大 

今後、地域コンサルタントの技術的な特徴を活かして、担うべき事業分野を拡充していくため

には、①広域コンサルタントとの役割分担や多様な連携、②直轄業務の実績のない者を参加要件

とした「業務チャレンジ型」等による参加機会の増大、③地元や関係機関との協議・調整業務で

の地域精通度の活用を図ることが重要である。特に迅速性（地域密着度）が求められる業務にお

いては、地元技術者の常駐、地域要件の設定など、入札契約制度も多様・柔軟に改善されている

ものの、地域コンサルタントの受注が伸び悩んでいる地域においては、「当該地域に本社がある」

等の要件設定が求められている。 

 現在、国土交通省が地域コンサルタントの技術力向上・健全な育成を目的に参加拡大を図る観

点から、運用・試行している入札契約制度の地域配慮事例を表 4-8-3に示す。 

 

 

 

 

計画
8%

詳細設計
73%

点検
9%

調査
9%

計画
46%

詳細設計
37%

点検 6% 調査
10%

道路系
詳細設計

46%

河川系
詳細設計

24%

管内業務
15%

発注者支援 4%

各種資料作成 8% その他 2%

道路系
詳細設計

49%河川系
詳細設計

31%

管内業務 9%

発注者支援 7%

各種資料作成 3% その他 1%
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表 4-8-3 入札契約制度における国土交通省地方整備局別の主な地域配慮 

 

 

 

地方 

整備局 

 

 

            

発注 

件数 

(件） 

 （上段） 

地域コン 

受注件数 

（件） 

（下段） 

地域コン 

受注率 

（％） 

 

 

 

現状と課題 

① ② ③ ④ ⑤ 

自治 

体実 

績の 

評価 

国 

成績 

・ 

表彰 

除外 

地方

整備

局内 

内成 

績の 

評価 

技術提案 

書の評価 
本店 

要件 

の 

設定 

発注 

件数 

(件） 
様式 評価 

Ａ - - - - - - - - 
- 

・未試行 
- 

Ｂ 

87 ○   通常 ○ ○ 3 

5 
・地域コン受注５件のうち３件で地域要件が県内本店であ

った 
・地域コン受注率を上げるには自治体実績の配点増ととも

に、地域要件が県内本店に設定された試行の継続と拡大
が必要 

5.7% 

14  ○  簡易 ○ ○ 14 

14 ・例年並みの件数が発注され、地域コン受注につながって

いる 
・試行の継続と事務所毎で偏りがない安定した発注件数の

確保が必要 
100% 

Ｃ 47 ○   通常 ○ ○ 1 
2 ・地域要件が県内本店でないと受注につながらない 

・自治体実績の配点と県内本店とした地域要件が設定され
た発注件数の増が必要 4.3% 

Ｄ 3  ○  簡易 ○ ○ 3 
3 ・2019（令和元）年に１２件発注されたが、それ以降、年

５件未満にとどまっている 
・試行の継続と発注件数の拡大が必要 100% 

Ｅ -  ○  簡易 ○ - - 
- ・2023（令和５）年 11月のガイドラインの変更により本施

行されているが、技術者評定、優良技術者表彰の配点が

高く、地域コンの受注は厳しい状況である - 

Ｆ 2  ○  簡易 ○ ○ 0 

0 
・地域要件を県内本店とした発注件数の増加がないと地域

コン受注につながらない 

・指名段階だけでなく、入札段階においても地域要件県内
本店の評価を導入することが必要 

0.0% 

Ｇ 2  ○  簡易 × ○ 2 

1 ・発注の２件は地域要件が県内本店の一括審査による発注
で、地域コン受注は１件であった (若手技術者評価あり) 

・試行の継続と土木コン業務の発注件数の拡大が必要 
・地域配慮の一環で「地元企業参加型 JV」が試行されてい   

る 
50.0% 

Ｈ 

 ○   通常 ○ ○   
・2024（令和６）年より廃止 

 

2  ○  簡易 ○ ○ 1 

1 ・発注の２件のうち１件は地域要件が管内本店の発注で地
域コン受注につながった 

・発注、選定、受注ともに変化がなく、試行の継続と発注

件数の拡大は必要 
50.0% 

191   ○ 通常 ○ ○ 56 
68 ・発注件数の増加により選定、受注比率が増加し安定的に

地域コン受注が確保されている 
・試行の維持と件数の拡大は引き続き必要 35.6% 

Ｉ 6  ○  簡易 ○ ○ 5 

5 ・地域コン受注の５件は、全て地域要件が県内又は管内本

店であった 
・発注件数が拡大傾向であり、試行の継続と件数の確保が

必要 
83.3% 

注）地域コン：「地域コンサルタント」の略称として記載 
「①自治体実績の評価」   ：地方公共団体の実績に対し一定の成績評価点を付与する方式 

「②国成績・表彰除外」   ：国の成績評定点・表彰などの配点を無くすか減ずる方式 ≪チャレンジ型≫ 

「③地方整備局内成績の評価」：地方整備局発注業務の業務成績のみを評価する方式 

「④技術提案書の評価」   ：様式の「通常」は総合評価落札方式（簡易型）と同じ実施方針を記載する方式、「簡易」

は通常に比べ簡略化した実施方針とする方式、評価の×は参加要件として提案書を提出す

るが、評価項目としないもの 

「⑤本店要件の設定」    ：地域要件（県内本店又は整備局内本店）を設定した業務での発注も可能とする方式 

出典：協会「地域コンサルタントに配慮した試行業務を対象とする運用実態調査」 

（地域コンサルタント委員会 2025 年 3 月） 

 

 

 




